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目 次

１ 報告の位置づけ
２ 都市計画制度について
３ 整備、開発及び保全の方針等の変更(案）
４ 区域区分の変更（案）
５ その他の都市計画の変更（案）
６ スケジュール

1



１ 報告の位置づけ

おおむね10年後の人口及び産業の見通しのもと、無秩序な市街化を防止するため、都市計
画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分するもので、都市計画の根幹をなすものです。

この区域区分を見直すことを「線引き見直し」
といいます。
神奈川県ではおおむね5年ごとに県内一斉で、

この「線引き見直し」を行っています。
前回の線引き見直しは、平成28年に行われた

第７回線引き見直しです。

第８回目の線引き見直しについては、令和４年から協議・調整を進めてきました。
ここで、概ねの協議が整い、海老名都市計画の案について神奈川県へ申出する段階となった

こから、その内容について広く周知するものです。
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線引き見直し

報告の位置づけ



２ 都市計画制度について
(１) 都市計画とは

都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施設の整備及び市街地開
発事業に関する計画 ［都市計画法（以下、「法という」）第４条］

簡易な表現を用いてみると、
「人々が安心・安全で快適に生活できるように、土地の使い方や生活に必要な道路、公園等
の備整について定めるまちづくりのルール」

都市計画は、都市計画区域や市街化区域、市街化調整区域などの土地に係るルール、い
わゆる土地利用の制度と海老名市都市マスタープランなどの将来目指すべき都市像
を示す計画（方針）などから成り立っています。
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土地利用の規制（制度） 都市像を示す計画（方針）
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２ 都市計画制度について
(２) 都市計画の構造
都市計画は、土地利用と将来目指すべき都市像を示す計画（方針）で構成されています。

計画（方針） 土地利用

土地

第１ステージ…都市計画区域

第２ステージ…区域区分

第３ステージ…地域地区

第５ステージ…地区計画
市町村マスタープラン

(市町村の都市計画に関する基本的な方針)
（法第18条の２）

整備、開発及び保全の方針等
（法第6条の２）

第４ステージ…都市施設
市街地開発事業

都市計画法

・区域区分
・都市再開発の方針
・住宅市街地の開発整備の方針
・防災街区整備方針

市街化区域
市街化調整区域

国

都
道
府
県

市
町
村



(３) 線引き見直しの経過（区域区分の見直し）
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実施日（告示日） 内容 備 考（本市の動き）

昭和45年６月 当初線引き
(市街化区域と市街化調整区域に区分)

昭和45年６月（人口4.5万人）
行政区域 2,520ha
市街化区域 1314.3ha
市街化調整区域 1205.7ha

令和６年３月（人口14万人）
行政区域 2,659ha
市街化区域 1,479ha
市街化調整区域 1,180ha

昭和54年３月 第１回線引き見直し
昭和59年12月 第２回線引き見直し
平成２年12月 第３回線引き見直し
平成９年３月 第４回線引き見直し
平成13年11月 第５回線引き見直し
平成21年９月 第６回線引き見直し
平成28年11月 第７回線引き見直し
令和７年 第８回線引き見直し（取組み中）

※ 平 成 2 8 年 1 1 月 の 第 ７ 回 線 引 き 見 直 し で 「 一 般 保 留 」 に 設 定 し た 「 海 老 名 市 役 所 周
辺地区」は、令和６年３月29日に市街化調整区域から市街化区域に変更されました。

２ 都市計画制度について

人口の増加とともに、
市街化区域を拡大



３ 整備、開発及び保全の方針等の変更（案）

区分 № 案件（予定）

県
決
定
案
件

１ 海老名都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の変更

２ 海老名都市計画 都市再開発の方針の変更

３ 海老名都市計画 住宅市街地の開発整備の方針の変更

４ 海老名都市計画 区域区分の変更

市
決
定
案
件

１ 海老名都市計画 用途地域の変更

２ 海老名都市計画 防火地域及び準防火地域の変更

３ 海老名都市計画 下水道の変更（第１号海老名公共下水道）

(１) 第８回線引き見直しに伴い、予定する都市計画の決定・変更一覧表
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３ 整備、開発及び保全の方針等の変更（案）
(２)第８回線引き見直しで取り組むこと

線引き見直しで決定（変更）する都市計画は主に以下の内容があります。（県決定案件※）
決定(変更)する都市計画の種類 内 容 法令根拠

整備、開発及び保全の方針
「整開保」とも呼ばれています。

一体の都市として整備、開発及び保全すべき区域と
して定められる都市計画区域全域を対象として、長期
的視点に立った都市の将来像を明確にするとともにそ
の実現に向けて、都市計画の基本的な方針を定める
ものです。（区域区分の方針、都市計画の目標など）

法第6条の2

区域区分
（詳細は次章によります）

都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、
計画的な市街化を図るため、市街化区域と市街化調
整区域との区分を定めるものです。

法第7条

都市再開発の方針 「都市再開発法」に基づき、計画的な再開発を行うこ
とにより都市全体の機能の回復、向上に貢献することと
なる市街地で、既成市街地を中心として、再開発の目
標や土地の高度利用に関する方針などを定めるもので
す。

法第7条の2
第1項第1号

住宅市街地の開発整備の方針 「大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促
進に関する特別措置法」に基づき、実現すべき住宅市
街地のあり方、住宅の建設及び更新、良好な居住環
境の確保に係る目標などを定めるものです。

法第7条の2
第1項第2号

7※神奈川県が決定する都市計画です。市で決定する都市計画の案件については、第５章で説明します。



３ 整備、開発及び保全の方針等の変更（案）
(３) 「海老名都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」の変更について
主な変更点は、以下のとおりです。
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内 容 新旧

①

地域毎の市街地像を明確化
・都市交流拠点（海老名駅周辺）
・地域交流拠点（さがみ野駅周辺、厚木駅周辺）
・生活拠点（かしわ台駅周辺、門沢橋駅周辺、社家駅周辺）
・産業流通拠点（上郷、下今泉、中新田、本郷・門沢橋、本郷工業団地、上河内・今里）

Ｐ13

②
新市街地ゾーンを設定
・本区域北部（上今泉地区）
・本区域中央部（上今泉・下今泉五丁目地区、上郷・河原口地区、市役所西側地区）

Ｐ14
Ｐ30

③ 概ね10年以内に整備することを予定する主要な施設「さがみ野駅前広場」を追加 Ｐ23

④ 概ね10年以内に実施することを予定する土地区画整理事業「中新田丸田地区」を追加 Ｐ25

⑤ 概ね10年以内に整備することを予定する主要な公園緑地に
「中新田近隣公園」、「大谷杉久保近隣公園」、「本郷ふれあい公園」を追加 Ｐ27



３ 整備、開発及び保全の方針等の変更（案）
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整備、開発及び保全の方針 方針附図

②新市街地ゾーン

②新市街地ゾーン

②新市街地ゾーン

②新市街地ゾーン

上今泉周辺

上今泉・下今泉五丁目周辺

上郷・河原口周辺

市役所西側周辺

③駅前広場
さがみ野駅前広場

⑤公園緑地
中新田近隣公園

⑤公園緑地
大谷杉久保近隣公園⑤公園緑地

本郷ふれあい公園

④土地区画整理事業
中新田丸田地区

近隣



３ 整備、開発及び保全の方針等の変更（案）
(４) 「海老名都市計画 都市再開発の方針」の変更について

主な変更点は、以下のとおりです。（P33、36、38）
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新 旧

①特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の地区（二項再開発
促進区）である「厚木駅南地区」については、事業が完了したことから削除します。

※なお、計画的な再開発が必要な市街地（一号市街地）として「海老名駅東口周辺地区」、「厚木駅周辺地区（削除する
地区より広範囲に指定）」、「かしわ台駅周辺地区」、「さがみ野駅周辺地区」については、引き続き位置づけることとしています。



３ 整備、開発及び保全の方針等の変更（案）
(５) 「海老名都市計画 住宅市街地の開発整備の方針」の変更について

主な変更点は、以下のとおりです。 （P41、42、43、44）
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新 旧

①特に計画的な住宅市街地の整備又は開発が必要な重点地区である「海老名駅西口地区」
については、住宅供給が進み、これまでに一定の住宅市街地が形成されたことから削除します。

②特に計画的な住宅市街地の整備又は開発が必要な重点地区について、新たに市街化区域
に編入した「海老名市役所周辺地区」を追加します。

※各方針の詳細につきましては、別添資料「新旧対照表」をご高覧ください。



４ 区域区分の変更（案）
(１)区域区分の見直しについて
(１)－１ 区域区分の見直し（市街化区域と市街化調整区域を区分する）種別
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保留設定 即時編入 事務的編入
次の区域について、線引き見直

しのタイミングで市街化区域へ編
入するのではなく、計画的な市
街地整備の見通しが明らかにな
るまで市街化区域への編入を
保留することをいいます。

○将来の推計人口等の通しか
ら、市街地として必要と見込ま
れる区域

次の区域について、線引き見直
しのタイミングと同時に市街化区
域に編入することをいいます。
○すでに市街地を形成している

区域
○計画的な市街地整備が確実

な区域 等

次の区域について、線引き見直
しのタイミングと同時に市街化区
域 と 市 街 化 調 整 区 域 の 区 分
（区域区分）を変更することを
言います。
○道路整備、河川改修等により、
区域決定境界の地形地物等が
変更された区域 等

〇（実施） ×（未実施） 〇（実施）
第８回線引き見直しにおいて、

保留設定を行います。
新市街地ゾーンとして、新たに4

箇所を設定します。
※保留設定された箇所においてのみ、市街
化区域編入に向けた具体的な調査・検討
を行うことになります。

第８回線引き見直しでは、即
時編入する区域はありません。

第８回線引き見直しにおいて、
事務的編入を行います。
地形地物等の変更に伴い、41

箇所の区域区分を変更します。



４ 区域区分の変更（案）
(１)－２ 保留設定
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新

旧

令和２年 令和17年
都市計画区域内人口 137千人 132千人
市街化区域内人口 130千人 125千人
保留人口（うち特定保留人口） － 6.1千人 (ー)

◆ 市街化区域及び市街化調整区域の区分

平成22年 令和７年
都市計画区域内人口 128千人 135千人
市街化区域内人口 120千人 127千人
保留人口（うち特定保留人口） － － (－)

※令和２年の人口は国勢調査の結果
※令和17年の人口は令和５年８月に示された県の将来推計人口や国立社会保障・人口問題研究所

の推計人口等を踏まえ、県が推計したもの
（R5.12 新たな社人研 人口推計値公表︓本市の令和17年の人口予測 140,039人）

※旧については、第７回線引き見直しにおける数値（平成28年11月）
一般保留に設定していた3,500人は、「市役所周辺地区」を市街化区域へ編入したことから「ー」



将来の推計人口に基づき、既存の市街化区域に収容できない人口の受け皿とする区域
（候補地）については、計画的な市街地整備の見通しが明らかになるまで市街化区域へ
の編入を保留します。

将来人口の受け皿について、市街地として必要と見込まれる面積（市街化区域への編入
候補地）を設定することを人口フレーム（人口フレーム方式）といいます。

◆ 保留設定について

４ 区域区分の変更（案）
(１)－２ 保留設定

令和２年 令和17年
都市計画区域内人口 137千人 132千人
市街化区域内人口 130千人 125千人
保留人口（うち特定保留人口） － 6.1千人 (ー)

① 保留人口 6,100人は、
令和２年を基準年として、令和17年の都市計画区域（海老名市全域）の将来人口を推計した場合、本市におけ

る既存の市街化区域に収容できない人口です。
② 保留とは、

保留とは、将来の推計人口や産業活動の見通しから、市街地として必要と見込まれる区域について、線引き見直しと
同時に市街化区域へ編入するのではなく、土地区画整理事業などによる計画的な市街地整備の見通しが明らかになる
まで市街化区域への編入を保留するものです。
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◆保留人口が設定される理由について

４ 区域区分の変更（案）
(１)－２ 保留設定

■第８回線引き見直しに向けて(提言) 神奈川県 「第８回線引き見直しに向けた検討会」
神奈川県全体の人口に着目すると、2020（令和２）年をピークに人口減少が見込まれているが、目標年次であ

る2035（令和17）年を見据えても、今後県が推計する人口及び産業の伸びが引き続き見込まれる地域に限っ
ては、その伸びの範囲内で必要となる新市街地を引き続き創出していくべきである。（抜粋） ［令和４年３月］
➤引き続き、人口の増加が見込まれる本市においては、新たな市街地を創出していく方針です。

■既存の市街化区域に収容できない人口の考え方（人口フレーム）
県が推計した将来人口に対して、災害レッドゾーンや世帯当たり人員の変化率等、地域の実情に応じた将来人口

密を踏まえ、既存の市街化区域に収容できない人口を算定
➤将来推計においては一定の減少傾向がみられるものの、上記考え方に基づき、既存の市街化区域に

収容できない6,100人が算定されたことから、新たな市街地を創出していく方針です。

■えびな未来創造プラン2020の独自推計との整合
市総合計画である同プランの独自推計では、令和13年に145,600人が見込まれており、さらには将来人口15万

人を掲げています。また、市都市マスタープランも将来推計を上方修正（令和５年7月改定）しました。

➤本市における単純推計でも、引き続き人口の増加が見込まれ、新市街地の創出が必要です。
15



整備、開発及び保全の方針 方針附図

②新市街地ゾーン

②新市街地ゾーン

②新市街地ゾーン

②新市街地ゾーン

上今泉周辺

上今泉・下今泉五丁目周辺

上郷・河原口周辺

市役所西側周辺
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４ 区域区分の変更（案）

◆おおむね 図の４地区を候補地として、今回設定
◆既存の市街化区域に収容できない人口の受け皿とする概ねの区域（候
補地）については、計画的な市街地整備の見通しが明らかになるまで市街
化区域への編入を保留

※ なお、上今泉・下今泉五丁目周辺については、一部で産業系のフレームを設定



４ 区域区分の変更（案）
(１)－３ 保留設定の考え方

海老名市都市マスタープラン
本市の将来におけるまちづくりの方向性を示す計画
◆土地利用検討地
今後（将来）、宅地化や工業・産業施設用地など

の土地利用の必要性を検討する地区を位置付け
◇市役所西側地区
◇上郷地区（海老名駅西口地区の西側）
◇本郷東南部地区 ◇目久尻川沿い周辺
◇社家・中野地区 ◇上今泉地区（北部）
◇上今泉地区（南西部）
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土地利用検討地の
土 地 所 有 者 等 へ
意 向 調 査 を 実 施

市の都市計画上の
位置づけ等を検討

保留設定の候補地として４地区を選定



４ 区域区分の変更（案）
(１)－４ 事務的編入（P46-58）

番号 地区名 面 積
(ha)

用途地域等 事由前 後
101 下今泉五丁目 +0.01 調整 一住 道路整備

102 下今泉一丁目
・五丁目

+0.08 調整 一住
道路整備

201 0.00 一住 調整

103
上今泉

+0.01 調整 精度向上
界明確化202 －0.01 調整

104
上今泉三丁目

+0.02 調整 区域界の
調整203 －0.01 調整

105 上今泉四丁目 +0.03 調整 一住 道路整備

106 上今泉四丁目 +0.02 調整 一住 道路整備

204 柏ケ谷 －0.02 一住 調整 界明確化

107
上今泉六丁目

0.00 調整 一低
道路整備

205 0.00 一低 調整

108

国分北三丁目

0.00 調整 一低

道路整備
206 0.00 一低 調整

207 0.00 一住 調整

109 0.00 調整 一住

110 柏ケ谷・
望地二丁目 0.00 調整 一低 道路整備

111
国分南二丁目

0.00 調整
道路整備

208 －0.01 調整

112 望地一丁目 +0.01 調整 界明確化

113
大谷北一丁目

+0.01 調整 準工
道路整備

209 －0.01 準工 調整

一中高

一中高
一中高

一中高

一中高

一中高
一中高

■100番台は、
市街化調整区域から
市街化区域へ変更
■200番台は、
市街化区域から
市街化調整区域へ変更
を示します。

101

102,201

103,202

104,204 106
105

204

107,205

108,206,207,109

110111,208

112

113,209
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４ 区域区分の変更（案）
(１)－４ 事務的編入（P46-58）

番号 地区名 面 積
(ha)

用途地域等 事由前 後
114 中新田四丁目 0.00 調整 一住 道路整備

115 中新田四丁目
・五丁目 +0.01 調整 一住 道路整備

116 杉久保北三丁目
・大谷南五丁目

0.00 調整
界明確化

210 －0.01 調整

117
杉久保北二丁目

0.00 調整 準工
界明確化

211 －0.02 準工 調整

118 杉久保南一丁目 +0.02 調整 準工 道路整備

212 杉久保南一丁目 －0.01 一住 調整 界明確化

119
杉久保南四丁目

0.00 調整 一住
道路整備

213 0.00 一住 調整

120
杉久保北五丁目

+0.01 調整 一住
界明確化

214 0.00 一住 調整

215 杉久保北五丁目 －0.01 一住 調整 界明確化

121
門沢橋一丁目

0.00 調整 工業
道路整備

216 0.00 工業 調整

122 門沢橋一丁目
・六丁目 +0.03 調整 工業 界明確化

217 本郷 －0.03 工業 調整 界明確化

123
本郷

0.00 調整 工専
界明確化

218 －0.10 工専 調整

合計
市街化区域 +0.26 1,479ha （±0）

市街化調整区域 －0.24 1,179ha （±0）

二中高

二中高

■100番台は、
市街化調整区域から
市街化区域へ変更
■200番台は、
市街化区域から
市街化調整区域へ変更
を示します。

114

115

116,210

117,211

118
212

119,213

120,214

215

121,216

122

217

123,218
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４ 区域区分の変更（案）
(１)－４ 事務的編入
◆ 例① 「102,201 下今泉一丁目・五丁目地区」 （P47）

102 下今泉五丁目地区
市街化調整区域→市街化区域へ

201 下今泉一丁目・五丁目地区
市街化区域→市街化調整区域へ

歩道を設置する道路整
備工事に伴い、道路が拡
幅されたことから、道路中
心線を変更する事務的な
区域区分の変更です。 20



４ 区域区分の変更（案）
(１)－４ 事務的編入
◆ 例② 「217 本郷地区」 （P57）

217 本郷地区
市街化区域→

市街化調整区域へ

地形図に併せて、水路
中心に水路界を修正する
区域区分の変更です。

21



区分 № 案件（予定）

県
決
定
案
件

１ 海老名都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の変更

２ 海老名都市計画 都市再開発の方針の変更

３ 海老名都市計画 住宅市街地の開発整備の方針の変更

４ 海老名都市計画 区域区分の変更

市
決
定
案
件

１ 海老名都市計画 用途地域の変更

２ 海老名都市計画 防火地域及び準防火地域の変更

３ 海老名都市計画 下水道の変更（第１号海老名公共下水道）

(１) 第８回線引き見直しに伴い、予定する都市計画の決定・変更一覧表

22
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３
章

第
４
章

第
５
章

５ その他の都市計画の変更（案）



５ その他の都市計画の変更（案）
(２) 海老名都市計画 用途地域の変更

海老名都市計画 用途地域の変更・新旧対照表

種類
新旧用途地域別面積

面積の増減
新 旧

第一種低層住居専用地域 約 186ha 約 186ha +約0.02ha
第一種中高層住居専用地域 約 121ha 約 121ha +約0.01ha
第二種中高層住居専用地域 約 20ha 約 20ha ー約0.01ha
第一種住居地域 約 662ha 約 662ha +約0.10ha
第二種住居地域 約35ha 約35ha
近隣商業地域 約 39ha 約 39ha
商業地域 約 45ha 約 45ha
準工業地域 約 166ha 約 166ha
工業地域 約 143ha 約 143ha
工業専用地域 約 62ha 約 62ha ー約0.10ha

合 計 約1,479ha 約1,479ha +約0.02ha
23



５ その他の都市計画の変更（案）
(3) 海老名都市計画 防火地域及び準防火地域の変更

種 類
面 積

面積の増減新 旧
防火地域 約 45ha 約 45ha

準防火地域 約 887ha 約 887ha ＋約0.1ha

海老名都市計画 用途地域の変更・新旧対照表

(4) 海老名都市計画 下水道の変更（第１号海老名公共下水道）

種 類
面 積

面積の増減
新 旧

都市計画第１号
海老名公共下水道

排水区域
約1,479ha 約1,479ha ＋0.02ha

海老名都市計画 下水道の変更・新旧対照表
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６ スケジュール

県
事
前
協
議

5/23 10月下旬

都
市
計
画
審
議
会

都
市
計
画
説
明
会

県

決
定
案
件

市

決
定
案
件

市
案
の
申
出

県
素
案
確
定

県
素
案
の
閲
覧

公
聴
会
の
開
催 法

定

縦

覧

市
都
市
計
画
審
議
会
（
諮
問
・
意
見
照
会
）

県
都
市
計
画
審
議
会

国
法
定
協
議 変

更

告

示

国
事
前
協
議

県
法
定
協
議

5/26 6/3 ９月
令和７年度中を予定令和６年度
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